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　はじめに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1　　監査目的と監査方法は、その時代の社会経済的環境によって変化するものである。近年経営監査
とかあるいは情報監査と呼ばれる論議がアメリカを中心として盛んであり、最近我が国においても
論議されつつある。本稿においては、経営監査の理論について、アメリカにおける議論を中心とし
て、主に、J．C．パートソ、　H．Q．ラソゲソデルファー、’J．C・ロパーFソソ、　D・R・カーマイケ
ル等の所説を参考として、経営監査論の本質とその問題点を明らかにしようとするものである。
　注　（1）拙稿「監査目的と監査方法について」明治大学経理研究所、経理知識第52号　P．51，
1．　J．C．パートソの経営監査論
　まずバートソは、経営監査論発生の背景を次のように考えることによって議論をすすめる。すな
わち最近において企業の経営活動についての情報に対する要求が増加しており、このことは、歴史
的財務資料の開示（disclosure）に対する追加的な要求があることにおいて明白である。しかしそ
れに加えてそこには、一般に認められた会計原則と一致して報告される歴史的結果によって暗に提
示されるもの以上の経営活動の公平な評価についての要請がある。この要求は種々の源泉から招来
している。すなわち投資アナリストは経営の評価が決定的に重要なものであり、同時にそれは外部
者にとっては極めて困難な事柄である。彼等は、この課題からより多くのデータを提示する様に経
営者に要求することとなる。同様に株主は、彼等の投下資本が有効に利用されているという大きな
確信を得る為にそれらを欲求するであろう。また、企業経営が株主と同じように社会へのサービス
としてその経営統制の有効性のもとに利用されている資産について責任を持っているものと一般公
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衆が感じている傾向が増しつつある。以上のような種々の異ったグループが伝統的な財務諸表を超
えて経営管理の評価のための議論を行なうようになってきているのである。従って将来において監
査人が財務結果のみならず経営者の経営管理責任の有効性もまた証明するように求められるならば、
経営監査の性質が何であるか、そしていかにしてこの監査人にその資格があると考えられるかとい
う問題が重要となってくる。これらの課題について若干論文があるけれども全体的な経営監査を構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）成しようとする資料はまだないのであるとする。
　そしてパートソは、まず次のような経営監査の四つの領域が検討されなければならないとする。
まず第一は、経営監査のための判断基準が考えられなければならないこと。第二は、経営管理の評
価が意味をもつものとなるためには、経営管理の実施の基準が明らかにされなければならないこと、
第三は、監査人がその検査の結果を公開する体系化された方法を持つことが出来るように報告の方
法が確立されなければならないこと、最後に、与えられた報告を支持するための経営監査の手続と
基準が必要となることである。そして第一の経営監査の基礎である基準には次の3つの前提が確立
されていなければならないとする。
　1．監査は、客観性および測定可能性が取り扱われなければならないこと。
　2．監査は、現在および過去が取り扱われて将来は取り扱ってはならないこと。
　3．監査は、種々の公けの利害関係者によって理解され役に立ち得る結果を報告するものでなけ
　　　　　　　　　（2）　　ればならないこと。
　そして次にバートソは、経営監査の実施に際しての基準を次のように展開する。すなわち経営統
制の用具の展開の第一のアプローチは、企業内部の経営管理の統制の種々の領域を検証するもので
あろうとして次のような経営管理の領域の分類を示す。
　1．組織的統制
a　組織のチャーb図表
b　職務の記述
c　諸手続のマニュアル
d　正式に示された企業目的
2．　計画と情報組織?
?
長期計画一戦略および作戦
活動予算
原価計算組織
原価管理
3．資産管理
a?流動資産管理債権・債務の管理
たな卸資産管理
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　d　資本予算組織
4．　マーケティソグ組織
a　製造計画
b　マーケットリサーチ
c・販売予測
d　販売分析
5．製造組織
a
b
C
d
製造計画
品質管理
労務関係
購買および調達
　以上のような各々の領域に於いて経営管理の質を改善するために重要であるところの種々の諸手
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）続を検証することが経営監査にとって可能である。
　次にパートソは、経営監査における報告の基準を次のように述べる。経営監査の構造の展開に関
連した第三の主要な問題は、実施された監査に関連して用いられる報告方法の確立でありその第一
には報告書の受取人の問題である。経営者が独立監査人からの経営監査を求め、そして監査人の報
告書を受け取る唯一の者であることを希望することが当然考えられる。また、同時に取締役が監査
を委任しそして報告がなされることを希望することも考えられる。しかしながら、もしも経営監査
が、上述の如くその必要性を求められて展開されるならば、その報告書は、結局、株主および公衆
に有用でなければならないことになるであろうとする。
　次にそのような報告書の形式について重要な考慮が必要であるとして次のように述べる。すなわ
ち、報告書は、今日、主要なものであるとされている標準的な監査人の短文式報告書とは余り似て
いないものとなるであろう。経営者が「一般に認められた経営管理の基準1（geneζally　accepted
standards　of　management）」セこ従い、そしてそれを志向しているということを簡潔に報告するこ
とが実行可能である。しかし、正確な標準的な報告形式を提示することは、早計である。しかし1
つのアブP一チとしては、次の3つの基本的な区分を含むものであろう。すなわち第一に監査人が
彼の検査の性格を記述するという範囲区分、第二に経営活動の絶対的、相対的の種々の方法を含ん
’でいる企業の過去の経営活動を監査人が評価したとする区分、最後に、経営統制を含む企業の現在
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）の経営手続を監査人が評価した範囲であるとするのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノそしてバートソは次に、展開されなければならない経営監査の構造の最終部分は、この監査と監
査人の意見を支持するために必要とされる文書と関連する監査手続の決定であるとして監査証拠と
監査手続を取り扱っている。すなわち、今日の監査手続が、合理的な出発点を与えるものであり、
財務諸表との関連において今日の監査人は、企業を理解することによって監査を展開しなければな
らない。
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　今日、監査の主要な部分は、内部統制の検査であり、そして監査機能の拡張において、これがそ
の最も大きな注意が払われなければならない領域であろう。内部統制の現在の検査は、通常、会計
統制がその焦点である。しかしながら、経営監査のもとにおいても、経営管理統制の検査は、非常
に重要な部分となるであろう。今日、この検査は通常、特殊の場合に実施されるがしかし強い基礎
をもっているものではない。監査人は、監査調書の中に組織図表を有しているがしかし、企業の経
営計画については多くの時間を費しないのが一般的である。監査人が行なう財務情報組織の分析は、
それが企業の経営管理に対して適当な情報を形成せしめているかどうかを決定するためにより大き
な信頼性について満足さ喰るために準備するのである。経営監査においては、この点が変化するも
のであろう。監査人はそれが意思決定および経営活動に関連した情報を与えるかどうかをみるため
に検査することになるであろう。このことは、情報要求のより強い分析を要求するであろうし、そ
れらをみることにおける現在の組織の有効性を必要とするであろう。
　マーケティソグおよび製造領域においては、特に監査人は、伝統的な帳簿ではないものを含んで、
意思決定をなすために必要とされる情報に深く関連してその監査を展開するであろうとする。監査
人は、経営者が正しい戦略と活動の意思決定をなしているかどうかを決定するものではなくて、む
しろそれに役立つところの種々の選択を合理的に評価する必要のある適切な情報と技術を用いてい
るかどうかを決定しなければならないとし、それ故に経営監査と関連した諸手続は、内部統制を評
価するにあたって時間を費やす量において実質的増加となるであろう。それらは、企業の支配人へ
のイソタビューについて信頼性を増し、そして心の中に新しい目的をもって企業の情報組織の研究
を要求されるであろうとする。
　次に、経営管理の第二の部分は、経営活動の適当な財務基準とその結果を比較するために企業の
財務分析に着手することが監査人に要求されるであろう。この結果、監査人は、種々の企業の部門
の経営成績を調べなけれぽならない。監査人は企業活動の評価にあたって最も重要である資料を選
択し投資家や外部のアナリストがその目的のためにそのような資料を用いることが出来るように理
解しやすい形式で配置しなければならない。この関連において、その企業および会計とその他の企
業の記録からの環境および外部の産業界および政府関係機関からの資料が集められなければならな
いo
　そして、経営監査の拡大する範囲が監査上の文書の問題を生ずることとなるであろうとして次の
ように述べる。通常の手続が実際に用いられる範囲で示されるイソタビューデータと共に監査人の
監査調書は企業の手続マニュアルのコピーおよび企業の経営者によって用いられる種々の報告書の
コピーが含まれるであろう。そこには、情報組織のフローチャート、企業の計画プロセスの記述お
よび監査のもとに実施される種々のイソタビューおよびテストの記録があるであろうとする。
　財務分析を支持するためには、企業の経営資料の編集物、産業界の出版物および政府機関の資料
および計算記録があるであろう。加えて、経営活動の評価のために最も重要な真実を経営者から引
き出すように計画された質問もあるであろう。
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　また、文書の量が大きくならないように、監査との関連でなされた種々の判断とそしてそれらを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）論理的に支持することを合理的な方法でその概要が描かれるための要求があるであろうとする。
　パートソは、経営監査の主体については次のように論ずる。すなわち、第一の問題は、経営監査
人についてであるが、経営監査は、今日の財務諸表監査からの発展であろうとする。そして公認会
計士（C．P．A。）は、経営監査人として最も資格のあることが合理的に要求される。　C．P．A．の
現在の機能は、彼が被監査会社の経営に極めて密接にしていることが要求されている。C，P．A．
は、伝統的に経営のアドバイスを与えており、そして近年、監査人め経営うソサルティソグ機能は
急速に進展している。他方、C．P．A．の機能は今日、公衆に与えられているますます標準化され
た報告書から哲学的な報告書への主要な変化を要求するものであろう。
　公共会計士の活動の主要な部分を経営監査が示すであろうかどうかを決定する前に注意深く考慮
されなけれぽならない資格の問題、独立性の問題および法的責任の問題が存在する。そしてもしも
職業会計専門家の測定機能が劇的に拡大されるならば測定のこの形式において資格のある幹部を補
充し開発することが必須のことである。そしてこのことは職業専門家の内部にますます多くスペシ
ャリストを必要とするであろうし、そして補充された人々の質の上昇を必要とするであろう。公共
の会計事務所は経営監査を実行するために、財務情報の専門家と同じように、製造、マーヶティソ
グにおける専門家を必要とするであろう。そしてこのことは監査機能とコソサルティソグ機能の間
のますます統合の必要性があるであろう。というのは、経営監査契約はコソサルタソト業務に今、
主に用いられている多くの人々を必要とするからであるとする。
　そして第2は、独立性という絶対に必要な問題である。経営監査人は、伝統的な財務監査の実行
を支配するものよりもほんの僅かの規則によって始められるであろうとし、更に、監査人は、殆ん
ど正確性のない領域において測定されなけれぽならないであろう。そしてますます測定の困難性が
増加しそして固定された基準の不足が与えられるならば、独立性の重要な見込みがますます重要と
なるであろう。
　監査人の完全性と能力における公衆の信頼性は、測定における職業専門的判断の要素がより重要
になるのと同じように大きくならなければならない。そのような独立性の問題は特にコソサルタソ
ト領域において鋭敏であろう。
　又、もし監査人が企業の手続について明確に測定し報告するならば改善の勧告をなすことから妨
げられるであろうか。もし適用された諸手続が提示されたならぽ監査人は、その時独立的に検査す
ることが出来るか。そしてこのようなものは、ますます経営監査の展開について開かれる問題であ
り、そして簡単な解決は明らかではない。
　次に、経営監査に関連して考慮されなければならない第三の問題は、監査人の法的責任について
である。経営監査が発展し、そして投資家およびその他の第三者が公共会計士のこの報告書に依存
することが増加するにつれて、損害賠償要求の可能性が増加するのである。監査人が以後の経営監
査証明を実施する責任の程度は研究して判定しなけれぽならない。判断における誤りはますます費
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用がかかるという理由から監査人が彼の証明における将来の保証はないということは明らかでなけ
ればならない。むしろ監査人には、現在の経営管理手段の適切性および過去の経営管理の実践の適
切性についての専門的意見を正当化する責任が課されなければならない。このことはもし監査文書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）が適当に準備されるならば、超え難たい困難は現存しないように思えるのであるとする。
　最後にパートソは予測として次のように述ぺる。以上の問題に拘らず、企業の経営活動の証明に
対する必要性の存在は、何んらかの形における経営監査が始まることとなるであろう。公認会計士
がこの機能に役立つ最も良い地位にあることは明らかである一方、もし、その職業専門家が一般に
着手する以上にその証明機能の拡張を回避するならば、その時、他の職業専門家あるいは政府グル
ープがその業務を喜んで実施することになるであろう。
　経営監査は、一夜で発展するものではなくて、すでにその展開が発展中であるようである。取締
役への経営管理の有効性についての報告を常規的に展開することは困難ではない。一度でも経営者
と取締役が経営活動の有効性についての規則的な意見を受け取り始めるならぱ主要な債権者がその
ような意見と同じ要求するまでには長くないであろう。そのような情報を感じる若干の債権者は彼
等に有効でなけれぽならない。
　一度債権者が、この情報をもつならば、株主への年度報告書においてそのような証明を公開する
ことを始める一つの企業の経営管理を見ることは驚かないであろう。そしてその点で同様に疑問を
生じないようにするために他の取締役に圧力がある。かくして経営監査の展開が前に訴えられて法
律の力なしにより良く始まるのである。
　経営監査によってほのめかされて必要とされる情報選択の方法は法律によってであろう。委員会
は独立監査人が独立監査人によってあるいは政府機関によってどちらかによって実施されることを
要求している。そのような法律はそのような情報・投資家や潜在的な投資家に有用である様に経営
監査の通常のファイルを要求するであろう。しかしながら、経営活動についての追加的情報に対す
るこの必要性は遠くない将来に直面することであろうということを仮定することを理論的に思える
であろう。この要求を満たすためにそれ自体準備することは公認会計士の義務としてかかるのであ??
　注（1）J・C・Burton・“Management　Auditing”，　The　Journal　of　Accountancy．　May．1968．P．41．
　　（2）　ibid．，　P．42．
　　（3）　ibid．，　PP．42－43．
　　（4）　ibid．，　PP．43－44．
　　（5）　ibid．，　P．44．
　　（6）　ibid．，　PP．44－45．
　　（7）　ibid．　PP．45－46．
2。　H．Q．ラソゲンデルファーとJ．C．ロバートソソの経営監査論
ラソゲソデルファーとロバートソソは、監査済みの財務諸表によって提供されたものより広い範
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囲で企業の経営管理を評価するという問題において、株主、債権者および財務関係者に広い関心が
持たれている最近の出来事があるとして、そして、経営管理および経営活動についての追加的情報
が要求されていることが明らかであるとする。この要求を満足させるための可能なアプローチが、
経営監査（management　auditing）であり、それはしばしば経営管理を評価する技術として述ぺ
られている。この評価過程それ自体が経営監査であるとする。そして通常、経営監査の議論は2つ
の理由で論議され始めている。
　第一は、経営監査という用語の正確な意義について一般的な承認がないということであり、第二
は、独立監査機能の構造の中で経営監査の明白な理論が存在しないということである。これらの2
つの論題の局面は、経営監査の研究により困難な問題しかも現在の会計および監査思考のより興味
ある領域の一つを作っているとして、ラソゲソデルファー等は、簡潔に経営監査についての定義的
問題と合理的問題を研究し、そして独立経営監査を含む監査機能の拡張についてのいくつかの詳細
　　　　　　　　　　　　　（1）な理論的構造を提示するとする。
　そしてまず術語の問題を提示する。
　経営監査の理論を意味深いものにするためには、経営監査という用語の内容についての明白な表
明が必要である。
　その用語は、色々の職業専門家集団によって通常、異なった方法において用いられている。結果
的には、その用語について特殊の意味はないとし、それら種々の見解を次のように例示する。
　経営コソサルタソト達は、内部領域を定義し、および説明する目的のため組織的評価の関係にお
いて経営監査について言及する。この用い方はマネジメソトサービス契約の言及をするC．P．A．
によって用いられるところのものと類似している。
　内部監査人はしばしば、経営監査として内部監査又は業務監査を言及している。その用語のこれ
らの使用の区別の特徴は、監査契約の各々の場合において、経営者のための監査という性質におい
てである。
　これとは反対に経営監査の他の定義は第三者の利害に対して経営の独立的証明の関係で構成され
る。A．1．M．（The　American　Institute　of　Management）は、経営管理の全体的遂行が組織的
に検査、分析そして評価されたことによって経営監査を導くための計画を持っているA．1．M．は
客観的および主観的な企業の全体的評価のみならず、経営者自身の有効性について権威ある判断を
与えるための能力も又、公表する。
　チャーチル等は、次のようなA．1．M．の経営監査の概念と一致する定義を提示する。すなわち、
経営監査は、経営管理機能の遂行に関連してC．P．A．による意見の表明を結果するところの監査
として定義される。この定義は、正確性においては多少不完全であるが、しかし、専門家としての
意見という証明の本質をもっている。チャーチル等は「一般に認められた経営管理の原則（accepted
principles　of　management）」を基準として用い経営監査の過程において情報組織・経営統制お
よび経営手続の独立な検査を予期する。この関連において監査は、経営管理の監査の性格をより大
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dVくもつのであるとする。その結果として、この論文において提示される理論は、独立的経営監査
の内容においてそして経営監査の証明との関連を包含する意図をもくろむところの用語の使用を認
　　　　　（2）めるのである。
　次にラソゲソデルファー・ロパートソソは、経営監査の研究の論理的根拠について次のように論
じるのである。企業において関心をもつ意思決定者の情報要求に関連する前述のコメソトは、経営
監査の研究のための論理的根拠の第一の要素を提供するとし、そして加えて、多くの会計士および
監査人は、伝統的な財務証明機能の範囲の拡張にむかってみようとするところの同じ要求を認識す
る。彼等のコメソトは、伝統的財務諸表から他の財務的および非財務的資料に拡張するところの経
営によって公開される情報を取り扱う。
　最近の研究においてマウツは、種々変化する経営活動に関連する人々の情報要求を研究する。投
資家や投資アドバイザーは経営者の能力を企業についての意思決定に到達するに際して重要に考え
られる要素のうちで高く位置づけられるということを示唆する。経営管理能力の7つの報告された
指標のうち、4つは、明瞭な財務測定方法（通常持分の配当率、投下資本の配当前の純利益率、財
政状態および純利益）であり、他の3つ（企業の成長率、中心経営者の評判、株式市場の実際）は、
多くの局面において必要とされる非財務的なものと認められる。この論文の観点から、マウツの資
料の最も興味ある観点は、彼等が経営管理能力の要素を評価するために他の資料例えばインタビュ
ー、他の出版物よりも財務諸表（多分監査された）によりあまり依存しないという意思決定の方向
を定めた応答を報告したということである。言い換えれば、たとえ経営管理の要素が財務上の測定
に照らして、しぱしば知覚されたものを観察したとしても、マウツのデータは経営管理能力の非財
務的な測定がよりしばしば調査される。すなわち、非財務情報がより重きが置かれる傾向にあるの
か、又はそれ以外の意思決定者の企業における経営管理能力の評価のためには情報を集めるために
いくつかの資料に進まなければならない。これらの推論は、人に次の事柄を信じさせる、すなわち
経営管理能力についての理解ある証明と関連せる情報が投資家および投資アドバイザーによって受
　　　　　　　　　　　　　　　　（3）け取られるであろうということである。
　ランゲソデルファーとロパートソソは、経営監査の理論的構造について次のように述べる。すな
わち経営監査の完全な理論を明瞭化することはこの小論文の範囲以上のものである。それ故、理論
的構造の骨組のみを提示することとするとして次のように述べる。
　幸いにも理論的組立の過程は最初から出発しない。すなわちマウツとシャラフは、その著書め中
でその理論的主張を支持するために、厳密な哲学的論理的基礎にそって一般に認められた財務監査
概念および公準を示す。“The　Philosophy　of　Auditing”が、一般に、たとえ財務監査のプロセ
スも強調するとしても、監査論についての報告を更になすための基礎としては、この労作を無視す
ることは怠慢である。しかし、財務監査を強調するという理由からマウツおよびシャラフにょって
提示された理論的基礎は、独立経営監査の理論に対する試験的な一連の組み立てとしてのみみるべ
きである。
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　独立経営監査に対する理論的構造は独立、証明の広い概念的基礎に存在する。より明白な関連に”
おいて、経営監査の過程は、経営管理の過程の有効性の検査あるいは少なくともこれらの検査可能
な過程に関連するものである。この特殊な関係における暗黙は、企業目標の達成に貢献するところ
の意思決定プロセスの支配的要素の評価を必要とする。そして経営管理プロセスの検査は、その活
動と目的に関する経営管理の表示に関する独立的証明に対する基礎を構成するものである。
　経営監査の理論が今日の財務監査の理論と実務に一致する基礎を構成するということから「経営
管理の表示（management　representations）」の概念は特別の明らかな意味を持っている。経営
管理の表示は次のような2つの分類された資料に言及して用いられる用語である。（1）経営者が投資、
政策、組織、人事、マーケティソグ、製造および将来の予測についての意思決定に関してより広く
伝達された報告において公衆に公開するために選定する情報と、（2）経営者が種々の理由のため公開
しない情報であるとする。
　また以下に続く2つの区分における経営監査理論の核心を提示する前に最も密接な2つの警告が
起きなければならないとし、事実、監査は会計士の唯一の領域である。が、たとえそうであるにせ
よ、以下の論究が経営監査は、C．A．P．によって必然的になされるべきであるということを提唱
するものではないということを主張しなけれぽならないとしているのである。この警告は、伝統的
監査思考の付随的な考え方であるであろうその偏見を除去することを希望するどいう理由から強調
・れ、そ・て監欝門家の全・く新L・・b系統・・その籍を要求す・91あろうと1・K　5理由か嚇さ
れる。当分の間、誰がそのような監査を遂行すべきかということは一つの明ら々・な問題である。
　ラソゲソデルファ＿とロバートソソは次に経営監査についての諸概念と公準．（postulate）を明
らかにする。すなわ彦監査蓮論（財務および経営監査の両方）の核心を形成する概念と公準は、次
図のように示されるとする。
　そして次のように述べる。理論の広い構造の範囲で2つの明白な概念のカテゴリィーが明らか
である。便利にもこれら2つのカテゴリィーは、前・公準（pre－postulate）の概念と、後・公準
（PostPostulate）の概念として名付けられる。上図は組織的監査理論に関連する両方の一連の概
念を提示する。そして前・公準概念は、すべての監査理論における概念の特性を基礎にするところ
の広い哲学的事項であるとしこれら．の理論の重要な局面はThe　Philosophy　Auditingにおいての
総括的研究課題であったとする。次に、後・公準の概念は、理論的体系におけるより小さい体系で
あるとして認識されなければならない。しかしそれらは組織的な意味すなわち広い概念が監査業務
上の諸手続における理論より少なくない重要性がある。すなわち、図における構造の更に一層の拡
張が両監査の関係領域における証明機能の実施に関連する手続と規則を明らかにするであろうとい
うことに注目しなければならないとする。財務監査の後・公準概念の調査は、独立的監査内容に全
っく密接しているところの考えと目的を明らかにする。しかしながら財務監査の後゜公準概念は・
＿方では、経営の一般的内容に密接しているか、独立的経営監査の内容における明らかなあるいは
特殊の意味はない。又次図は比較形式において提示された仮説が・経営監査の機能的理論に1歩近
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監査理論の構造の表示
証明の広い概念
前公準の概念
1．証　　　拠
2．正当な監査の注意
3．適正表示
4．独　ヱ　性
5．倫理的行為
6．十分な資格
（財務）監査の仮公準
財務監査の後公準の概念
1．財務諸表
2．財務的資料
3．内部統制組織
4．一般に認められた会計原則
5．適正表示に関する意見
独立的経営監査の仮言
経営監査の後公準の概念
1．経営管理の表示
2．意思決定プロセスの基礎
3．経営計画と統制組織
4．合理的経営管理の基準
5．情報に関する包括的な公開
ずくためにこれらの用語に理論的意味を寄与する手段として提示されたものであるとし、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）公準は、今や経営監査の理論の核心を形成するとする。
これらの
比較：財務監査公準と経営監査の仮説
（財務）監　査　の　仮　公　準 独立的経営監査の仮説
1．財務諸表および財務的資料は検証可能な
　ものである。
2．　被監査会社の監査人と経営者との間に
t．VLは、必然的利害の争いはない。　　　　，
3．検証のために提出された財務諸表および
　他の情報は共謀およびその他の異常な誤謬
　がない。
4．誤謬の蓋然性を除去する満足な内部統制
　組織の存在。
1．経営管理の表示および意思決定の基礎は
　検証可能なものである。
2．被監査会社の監査人と経営管理者との間
　には必然的な利害の争いはない。
3．検証のために提出された経営管理組織に
　関する経営管理の表示とその他の資料は共
　謀およびその他の異常な不正はない。
4．満足な経営管理の統制組織の存在が経営
　意思決定の基礎となる経営管理の表示およ
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5．一般に認められた会計原則の首尾一貫し
　た適用は財政状態および経営成績の適正表
　示を結果する。
6．　被監査会社について過去に真実であった
　ものと反対の明白な証拠のないかぎり、将
　来における真実性を保持する。
7．独立的意見を表明する目的で財務資料を
　検査する時、監査人はもっぱら監査人とし
　ての能力をもって行動する。
8．　独立監査の職業専門家的地位は同一程度
　の職業専門的義務を課される。
　び情報は内部者か外部老から異常な不正を
　受けるという蓋然性を除去する。
5．　合理的な経営管理の基準の首尾一貫した
　認識および適用が有機的目的を成し遂げる
　ための経営管理組織の有効性に意味深く貢
　献する。
6．　a　反対の明白の証拠がない限り内部経
　　営管理組織は変化に相関的に抵抗すると
　　いうことそして近い過去においてなされ
　　たものとして将来機能するであろうとい
　　うことが推定出来る。
　　b　反対の明白の証拠がない限り、企業
　　に影響を与える外部環境変化が過去にな
　　したものを将来必らずしも保持されない
　　ということが推定出来る。
7．包括的な公開を提示する目的のために経
　営管理の表示を検査する時、監査人はもっ
　ぱら監査人としての能力をもって行動する
8．　内部および外部利害関係者集団が独立監
　査人によってなされた公開に依存するであ
　ろう事実は監査人に同一程度の義務を課
　す。
　そして、これらの仮説は、この理論構成の段階で極めて仮説的なものである。というのはそれら
の多くは、監査論の中でテストされたり議論されていないからであり、しかしこれらの仮説を含む
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）経験的研究が将来への最も緊急の要求であるとする。
　そして最後に次のように述べる。すなわち、経営監査論は、監査論の名前で呼ばれている限りち
ようど財務監査論がその関係のなかで認められるのと同じように一般的な証明の関係において認識
されるべきである。コソサルサイソグサービス、内部監査および投資決定アドバイスを内包するそ
の用語の他の用い方は遣憾なことである。術語および理論の一般的な同意および認容によってのみ
独立的な経営監査を含む証明機能の拡大によって手に入れることが出来る利益を到達するために動
　　　　　　　　　　　　（8）き出すことが出来るのである。
　注　（1）　H．Q．　Langenderfer　and　J．　C．　Robertson，‘‘A　Theoretical　Structure　for　Independent
　　　　Audlts　of　management”，　The　Accounting　Review，　October　1969．p，777．
　　（2）　　ibid．，　PP．777－778．
　　（3）　ibid．，　PP．778－779．
　　（4）　ibid．，　PP．779－780．
　　（5）　　ibid．，　P．78．
　　（6）　　ibid．，　PP，780－787．
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（7）　　ibid．，　PP．781－787．
　　R・K・Mautz　and　H・A・Sharaf，“The　Philosophy　of　auditing”．1967．PP．42－52．
（8）　Langenderfer，　ib三d．P．787．
むすび一経営監査論の問題点
　以上J．C．パートソおよびH．Q．ラソゲソデルファー、　J．C．ロパートソソの所説を概観したわ
けであるが、これら経営監査論の問題点をD．R．カーマイケルの所説によって明らかにする。
　カーマイケルは次の10の問題点を指摘している。
　（1）経営監査の擁護者は、第三者の利益のために経営管理の遂行についての独立的証明を提唱す
　　るのであるか一。
　そしてもしも職業専門家が不当にその証明機能を拡張するならば厳しい損害が確立されている職
業専門家の世評に対して与えられるであろうとまで述べている。
　（2）経営管理の独立的証明の概念は、明瞭な報告書において定型化されうるか一。
　すなわち経営監査について書かれている多くの著作の中で1人の著者も経営管理についての独立
的表明に対する適当な報告書を提示しているものはいない。何故そのような報告書のつ1の例も作
られないのであるか。経営監査は確立された報告書の実際的な書式が試みられないように漠然と定
義されており、抽象的な概念でありうるのか。すなわち経営監査の擁護者にとってそれらを明瞭に
するべき時がやってきている。報告はそれがその利益を評価されうるように提示されなけれぽなら
ない。
　（3）まさしく経営管理表示（management　representations）とはなんであるか一。
　すなわち証明機能というのは、一般に第三者の利益のために他人の表示の信頼性についての意見
の表明をするのである。この考え方は経営管理の独立的証明が経営管理表示の信頼性に対する責任
の仮定を含むべきであると信じている経営監査の擁護者によって適用される。しかしながら、経営
管理表示の概念は、非常に確定しているものではない。事実最近の著作においてラソゲソデルファ
ー・ロー〈・一．トソソは基本的な概念として経営管理表示に依存するところの経営監査に対する公準的
体系を含んだものをむしろ提示しており、一つの経営管理表示も与えられていない。確かに経営監
査の望ましいことが現実的に評価され得る前に経営管理表示のいくつかの明瞭な例示が有用でなけ
ればならない。経営管理表示の明瞭な定義に加えて、これらの表示の評価に対する基準が展開され
なければならない。しかしこの困難な仕事は何が経営管理表示であるか判るまでは始めることは出
　　　　　　（1）来ないのである。
　（4）適正表示の一般概念は基礎的な財務諸表以外の表示に適用されうるか一。
　すなわち経営管理表示に与えられる適正表示の確かな意義についての不足が存在するので誤解と
必然的な不利益の危険が存在し、そしてそのような危険の確かな範囲を決定することは不可能であ
ろう。
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　（5）財務会計過程の必要欠くべからざるものではなくそして通常の会計システムの内部統制の支
　　配下にない記録から得られた資料は監査することが出来るか。
　（6）監査人が計算、判読、観察あるいは他の適用し得る機能を実施することが出来るという単な
　　る理由からあらゆるタイプの資料の監査に適応する方法で証拠が集められるか。
　（7）独立監査人は彼の資格あるいは独立性に対してより深く考慮されているか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）　（8）独立監査人としての資格は、経営の監査に適切であるか。
　（9）投資家は経営管理についての独立的証明を要求あるいは欲っしているか一。
　すなわち、私の知識によれば投資家の検査は、経営管理の意見について希望を示していないとす
る。そしてもし投資家が正確な利益の予測と経営管理の正確な評価との間に1つの選択を与えられ
たならば、投資家はどちらを選ぶであろうか。経営管理の独立的証明について理論化するために職
業専門家の乏しい知的資料を捧げる前にそのような意見に対する真実な必要性を考慮することはよ
りよいことではないか。および、投資家の必要性によりよく応答するのみならずその達成について
より可能であるかというような証明機能の他の可能な拡張がよくはないか。
　⑩　証明機能の拡張に対するより適当な他の領域がないか一。
　すなわち我々の考えを経営監査以外の証明機能の拡張への注意に向けてはいけないのか。
　最後にカーマイケルは総括として次のように述べる。すなわち経営管理を監査するための提案の
重大な評価を始めることが出来る前に一定の批判的質問が与えられなけれぽならないとして経営管
理の表示の概念の詳細な説明、経営管理の実践についての証明の型の報告の概念が評価のために提
出されなけれぽならない。
　更に非会計情報への監査の伝統的検証方法の適用可能性が批判的に評価されなければならない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）終りに経営管理についての証明機能の種々の可能な拡張が評価されなければならないのである。
　．以上、J．C．パF－一一トソ、　H．Q．ラソゲソデルファー、　J．C．ロバートソソおよびD．R．カーマイ
ケルの所論を参考として経営監査論の本質と問題点をみてきた。今後のこれらの問題点の解明が経
営監査論における現代的課題である。
　注（1）D．R。　Carmichael，“Some　Hard　Questions　on　Management　Audits”・The　Journal　of　Ac－
　　　　countancy，　February　1970．P．72．
　　　（2）　ibid．，　P．73．
　　　（3）　ibid。，　P．74．
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